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管轄権受諾宣言
アスパトリアとライダルは、国際司法裁判所規定40条1項に従い、国際司法裁判所に対する特別の合意によりアスパトリア及びライダルにおける刑事手続に関する事件における紛争を付託することに合意した。
問題提起
（1） ライダルによるウインドスケール諸島の独立達成は認められるのか。
（2） MDRに関するライダルの不認可はAspatoria-Rydal BITにつき違反であるか否か。
（3） ALECの資産に対してアスパトリアが下した処遇はAspatoria-Rydal BITに違反しているか否か。
事実概要
ウインドスケール諸島（以下、諸島）は、先進国であるアスパトリア共和国の約500マイル真西にあり、先進国であるライダル王国から約7500マイルの距離にある。アスパトリアは1610年から独立までプラムランドの植民地だった。
  諸島は18世紀末にパリッシュ船長によって最初に博物学上発見された。船長は1777年12月6日、諸島を発見したと記録した。1778年初め、プラムランドからの海軍船が諸島を発見し、諸島にリコーイ中尉が送られた。彼は、要塞と入植地を設置した。1799年12月20日にリコーイ中尉達が入植地に記録と旗を残し、内紛のためにラングデールに戻った。
1813年9月6日、アイクトン提督率いる船が諸島で難破した。彼と生存者達は、一時的な居住地を建てた。ライダルでは、その船と船員達は海で消えたと思われていた。

1814年1月、ライダルとプラムランドの間で戦争が起き、翌年5月、諸島に奴隷船が漂着し、アイクトン提督は船員と奴隷を難民と宣言した。
1817年6月にグライズデイル号が上陸するまで、ライダルの船が諸島を発見したという記録は確認できなかった。アスパトリア総督により諸島に派遣されたグライズデイル号は、諸島にいたアイクトン総督の武装規模により退却した。
1818年半ば、ピエロ王はライダルの諸島占領の通知を受けた。彼は、ただちにコンスタンス女王に異議を申し立てた。ライダルは1818年9月15日、外交通達で「コンスタンス女王陛下並びに政府はアイクトン提督とその船員が生き残ったことを知らなかった」と返した。
1819年3月、ライダルから海軍副将官ウィルキンソンが諸島に出航した。彼は総督として諸島に残った。同年10月31日、プラムランドの軍勢が減ったことに乗じ、ディアス大佐は、駐ラングデール守備隊への夜襲を成功させた。11月2日、ディアスと彼の支援者達は独立宣言書を起草、調印し、ピエロ王に送った。翌年1月、ラングデールでの憲法制定会議で制定されたアスパトリア憲法により、諸島はアスパトリアに組み込まれ、7月1日、ディアスは初代大統領に選出された。
プラムランドはライダルに対し、1821年半ばに和解を求めた。同年9月22日、両国はグレート・コービー条約に署名、後に批准した。
翌年、ディアスはトリニダード大使をライダルに送った。後のライダルの外務大臣との会議の間、トリニダード大使はプラムランドが諸島を先占したと発言した。彼は、諸島が1819年までアスパトリア総督により統治され、アスパトリアの独立で諸島を含む総督の全領土が、uti possidetis jurisの原則のもと、新国家に譲り渡ったため、プラムランドに所属すると主張した。彼は当該条約を、諸島に関する効力に限り無効とみなし、アスパトリアがプラムランドの支配を脱した後に、プラムランド国王によって署名されたものと定義した。
1845年から1880年の間、駐ライダルのアスパトリア大使は定期的に、諸島に対するライダルの行動に抗議した。
1945年、ライダルは国際連合の原加盟国となり、諸島を非自治地域に指定した。また、アスパトリアが国連へ加入した1949年、ホットン大使は事務総長に、諸島に対する主権を主張した。さらに、国連加盟国・機関がアスパトリアの権利を認め、平和的に諸島の行政をアスパトリアに割譲するよう、ライダルに求めることを主張する外交文書を送った。
1962年の創設以来、植民地独立付与宣言の履行状況に関する国連特別委員会（国連特別委員会）は、諸島の住民の利益に関する懸念を毎回議題として取り上げていた。1980年代、特別委員会と国連総会において、アスパトリア近隣諸国10カ国を含む多くの国々はアスパトリアの主張を支持していた。
ライダルのROCOは、アスパトリアのALECの株式の80％を所有し、ALECの残りの株式は多様な国籍の株主によって所有されている。1991年、天然資源法がアスパトリアで可決され、国内で設立された会社に対し、アスパトリアでの資源開発の認可を規制するようになった。天然資源法の立法後、ROCOはALECに機械と資本を提供した。　
2006年12月、諸島議会の代表、クレバン首相は、ライダル政府が、諸島の油田開発権に関する議会案を承認したこと及び入札に関する公開要請を発表した。そして、入札の過程は「開かれており、透明性があり、競争的なものである」と公表した。入札資格はライダルに会社を設立するか、ライダルに登録事業所を持たなければならないというものであり、また、入札希望会社は条件を提示された。最終的な決定は、諸島総督のブラックの同意を条件として、議会の多数票によってなされることになっていた。議会はROCO及びMDRからの入札のみを受け取り、2007年10月、立法議会の委員会はMDRの入札を認めることを勧告した。立法議会は委員会の勧告を支持し、クレバン首相も「MDRの入札は経済的に魅力的」と発言したが、ブラック総督はアボット総理大臣との協議後、署名を保留することを公表、再審議を依頼した。保留理由として、諸島の未来はライダルにかかっており、共通の歴史や文化や価値基準を共有していること等を挙げた。そして、同年11月14日、ROCOの入札を是認し、クレバン首相もそれに賛成した。ブラック総督は勧告に署名し、クレバン首相はROCOとの最終契約交渉をすることを公表した。翌日、ローザは会見で、決定は差別だと非難した。　　　
11月16日、アスパトリア公訴局長官は、ALECの刑事上の責任を公訴した。
2008年12月6日、島民による諸島の帰属に関する国民投票が行われ、投票者率は93％だった。
翌年、アスパトリアとライダルは、特別協定を締結、国際司法裁判所に付託した。
主張概要
1  ライダルは、ウインドスケール諸島の独立を達成する行程をとることを合法的には行うことはできず、かつ、ウインドスケール諸島の管理をアスパトリアに認めなければならない。何故なら、第一に、ウインドスケール諸島に対する主権は、プラムランドによる最初の入植と、後のアスパトリアの独立に由来するものであり、ライダルによる一連の行動は領域権原として、国際法上認められないものであるからである。第二に、ウインドスケール島民は、ウインドスケール諸島は非自治地域であるとはいえず、そこにいる住民は「人民」であるとはいえないので、民族自決原則に基づく独立の権利を与えられないからである。
2　 MDR入札に関するライダルの不認可はAspatria-Rydal BIT上の「投資」の定義に該当し、第4条における内国民待遇違反、第5条における公正かつ衡平な待遇違反を構成した。
3  ライダルは、アスパトリア企業であるALECの資産を保護するために外交的保護権を行使し、Aspatria-Rydal BITを援用する地位にはなく、かつ、いずれにしてもアスパトリアはこれに違反していない。
主張本文

Ⅰ．ライダルは、ウインドスケール諸島(以下、諸島)の独立を達成する行程をとることを合法的には行うことはできず、かつ、諸島の管理を我が国に認めなければならない。
Ⅰ-A．諸島に対する主権は我が国に属する。
諸島に対する我が国の主権の行使の正当性を立証するために、Ⅰ-A-1、Ⅰ-A-4において我が国の領域権原の正当性を、Ⅰ-A-2、Ⅰ-A-3においてライダルの領域権原の不当性を論証する。
Ⅰ-A-1．諸島に対する我が国の主権は、プラムランドによる最初の入植と、後の我が国の独立に由来するものであり、グレート・コービー条約のいかなる規定にも影響されない。

Ⅰ-A-1-a．1778年のリコーイ中尉による要塞とサルケルド(入植地)の設置は主権取得権原を有するものである。
領域権原とは、現存する国家間において、領域取得を国際法上有効に他国に主張しうる根拠となる要件事実を呼ぶ
。現在の有効な領域権原の取得態様として代表的なものに「先占」がある。「先占」とは、無主地に対する領域取得の方法であり
、要件として以下の三つがある。第一に、「無主地である」こと、つまり領域主権が及ばない地域だということである。第二に、「平穏かつ実効的な占有」を国家が保持していることである。ここでいう「実効的な占有」とは、象徴的行為や、物理的占有では足りず、社会的占有を必要とする。更に、利害関係国からの抗議がないことも重要である。第三に、領有の意思を有することである。
本件において、1778年、我が国のリコーイ大尉は、諸島をプラムランド王の所有物としての法的権限を所有する宣言をするため、諸島に派遣された。これにより、まず第三の要件である、領有の意思は満たしている。次に、1777年以来、諸島は「人間の居住地であった痕跡はひとつもなかった」ことは事実の通り明らかである
。西サハラ事件の判決によれば、「社会的および政治的組織を有する部族や人民の居住する地域は無主地とはみなされなかった
」とある。つまり、本件のような無人島においては、無主地であったとの反対解釈を導きだすことができ、第二の要件も満たしている。また「リコーイ大尉は、要塞とサルケルド(入植地)を諸島内に設置し」ている
。クリッパートン島事件の判決によると、「ある地域に全く人が住んでいないという事実により、占有する国家が当該領域に現れた最初の時点から、絶対的かつ確定的にこの国家が当該領域を意のままにすることができるのであれば、占有の実行はその時点で完了したものとみなさなければならず、先占はそれによって完成するのである
。」とある。前述の通り、諸島は無主地であるから、要塞とサルケルド設置という行為によって、実効性基準は満たされたとの判断が妥当である。なお、この判決における実効性基準の柔軟な解釈は、国際判例上も認められている
。よって第二の要件も満たしている。
以上より、我が国の行為は「先占」に該当するため、諸島に対する主権はこの時点でプラムランドに属する。
Ⅰ-A-1-b． 我が国は1819年11月2日の独立宣言、1820年のアスパトリア憲法の制定により独立したのであって、グレート・コービー条約は、諸島に効力を持つ限りにおいて無効である。なおかつ、uti possidetis jurisの原則のもとで、諸島の主権は、我が国に譲り渡ったと言える。
Ⅰ-A-1-aの時点では、依然諸島の主権が我が国に移転したとは言えない。なぜなら、諸島は、1819年まで我が国の総督により統治され、プラムランドに所属した後、我が国の独立で諸島を含む総督の全領土がuti possidetis jurisの原則の下で譲り渡ったからである。よって、以下で、諸島の主権はプラムランドから我が国に譲り渡ったことを論証する。
国家承認とは、新たに国家が独立を宣言し、他国がそれを承認する
ことである。国家承認行為の学説に、創設的効果説と、宣言的効果説がある。創設的効果説では、ある団体が永住的住民等の要件を備えたとしても、第三国の承認がなければ、国家は国際法上成立しない。それに対し宣言的効果説は、第三国の承認がなくても、国家としての要件を備えれば国家は成立する
。19Cでは、創設的効果説が支配的であった。しかし、創設的効果説がとられた背景としては、当時の社会的状況に依るところが多い。即ち、新国家成立に際しては、既存の国際社会であるヨーロッパ国際秩序への参加により、その一員になることが認められたということである。つまり、既存の社会内にある国と社会の外にある国とでは異なる基準を適用してきたことになり、「ヨーロッパの秩序内での統一または分離独立による新国家の成立については…一定の領域に対する実効的支配が確立されると、一応はそれに基づいてほぼ自動的に承認がなされた
」という背景がある。これは、限りなく宣言的効果説に依拠したものである。例として、ネーデルラント王国、イタリア王国、ラテン・アメリカの植民地の独立がある。
本件において、我が国は1610年から独立までずっとプラムランドの植民地であり、「ヨーロッパ（即ち、既存秩序）からの植民者の支配下になされていること
」は明らかである。また、ライダルは、「長い海洋国家としての歴史があり、17、18世紀の間、世界中に多くの植民地を作っていた」、「北半球の先進国」という記述
からも既存秩序の一員であったことは確かである。また、1814年1月の既存秩序内(ライダルとプラムランド)の戦争に乗じたディアス大統領の夜襲による独立という点からも、我が国の独立は政治的対立に強く関わっていたと言える。領域の実効支配においては、前述のオランダ独立、イタリア統一の際の「独立を宣言し、憲法を制定する」行為を我が国も1819、1820年にそれぞれ実行した
。
以上の点から、我が国は1820年、プラムランドからの独立を達成した。よって、1821年に署名、批准されたグレート・コービー条約は、我が国の独立後に締結されたため、諸島に効力を持つ限りにおいて無効である。
次に、uti possidetis jurisの原則とは、植民地の独立に際して植民地の旧行政区画（植民地の境界線）を新独立国の国境とする原則
である。この原則は、権力の空白を回避して国際秩序を早期に安定化させることに最大の狙いがあり
、ブルキナファソ・マリ国境紛争事件においても、一般的な適用性を有するものとして認められている
。
本件において、プラムランド軍は我が国のディアス大統領による夜襲により、アスパトリア総督領から消え失せた
。その結果、当時諸島を含むアスパトリア内で行使されていたプラムランドの主権は放棄され、この地域における権力の空白が生じた。そして、我が国がこの地域に主権を行使することにより、国際秩序の安定化を図ったのである。
よって、諸島の主権は我が国に譲り渡ったと言える。
Ⅰ-A-2．ライダルが諸島を発見したこと、また、プラムランドの入植は放棄された、との主張は妥当ではない。
Ⅰ-A-2-a．ライダルによる18世紀末の諸島の発見は、有効な領域権原であるとは言えない。
領域権原の取得態様の一つである「発見」は、現在の学説上、それだけでは国際法上有効な領域権原であるとは認められておらず
、これは、パルマス島事件
において「未成熟の権原」であると明記されていることからも明らかである。
本件において、諸島は18世紀末にパリッシュ船長によって最初に発見された。しかし、この発見は「博物学上の船旅」の延長線上にあり、諸島を占有するという意思表示を欠いている上、滞在期間もごく僅かなものであるから、「先占」ではなく、「未成熟の権原」である発見にとどまる
。
よって、ライダルによる18世紀末の諸島の発見は、有効な領域権原であるとは言えない。
Ⅰ-A-2-b．プラムランド、アスパトリア両国が諸島に帰還しなかったことは、既に達成された取得の失効を意味するものではない。
前述したクリッパートン島事件における判決によると、「（領有を主張する）フランスがそこ（クリッパートン島）に積極的に権能を行使してこなかったという事実は、既に決定的に達成された取得の失効を意味するものではない
。」とある。
本件において、我が国の内乱鎮圧後、プラムランド・アスパトリア両国は諸島に帰還しなかったが、諸島の先占はⅠ-A-1-aで述べたように明らかである。
よって、プラムランド・アスパトリア両国がウインドスケール諸島に帰還しなかったことは、既に達成された取得の失効を意味するものではない。
Ⅰ-A-3．ライダルによる諸島の物理的占有は、国際法上領域権原として認められない。
Ⅰ-A-3-a．ライダルのアイクトン提督による1813年から1816年にかけての諸島の支配は、実効的占有として認められない。かつ、取得時効も認められない。
前者の実効的占有の否定の論拠として、前述Ⅰ-A-1-a
の「先占」要件を当てはめる。1818年9月15日、ライダルは外交通達により、「アイクトン提督とHMS アプルスウェイト号の船員が生き残ったことを知らなかった。」との声明を発表した。つまり、提督による一連の行動は、国家の領有意思を欠いており、第二の要件「平穏かつ実効的な占有」における社会的占有の必要性、即ち、意思の存在を立証するための国家活動が欠落していると言える。よって、ライダルのアイクトン提督による諸島の支配は実効的占有であるとは言えない。
後者の取得時効とは、当初は領域権原を持たない又はそれを証明できない占有国に対し、一定の条件の下にその権原を認めるものである
。取得時効が成立するためには、（1）平穏な占有（2）中断のない継続的な占有（3）争われない占有の三要件を満たさなければならない
。
本件において、ライダルの取得時効を妨げる要因として、我が国による1818年半ばの諸島の占領に対する異議申し立ての書簡の送付
が挙げられる。エル・チャミザル事件の仲裁判決は、「政府による外交上の抗議によって時効を中断することができる」と判示した
。当書簡は、ピエロ王の名の下ライダルへ送付されたものであるから、当然に「政府による外交上の抗議」とみなすことができる。
つまり、ライダルのアイクトン提督による諸島の支配は、「平穏かつ実効的な占有」に該当しないので、取得時効が成立したとは言えない。
Ⅰ-A-3-b．ウィルキンソン総督等による1819年3月から現在までの諸島に対する物理的占有は、領域権原として認められない。かつ、取得時効も認められない。
当該行為に「先占」要件を当てはめると、第一の要件「無主地」に該当しないことは、1778年の我が国のリコーイ大尉による要塞とサルケルド設置
といった行為から明らかである。よって、ウィルキンソン総督等による諸島に対する物理的占有は領域権原として認められない。次に、取得時効を妨げる要因として、我が国による1818年半ばの異議申し立ての書簡の送付、1827年の我が国とライダルにおける諸島の主権に対する主張、1845年から1880年の間における我が国の駐ライダル大使による抗議が挙げられる
。確かに我が国は1880年から30年間、「諸島に関する不服を申し立てることはせず、諸島に対して支配権を行使しようとしなかった
」。これにより、ライダルはⅠ-A-3-aにて述べた、取得時効による領域権原取得の三要件を主張できるように見える。しかし、この期間をいかに確定するかについての慣行や学説は様々で、「長期に亙る所有」と主張する学説もあれば、具体的な数字を出す学説もある。また、1897年2月2日のヴェネズエラ・イギリス間の条約では50年間、1903年のアラスカ国境事件では60年間の占有を定めた
。
以上のことから考察すると、本件で取得時効が認められる期間は、「50年以上の占有」が妥当であり、30年という主権行使の中断は短すぎる。
よって、ウィルキンソン総督等による諸島に対する物理的占有は取得時効を満たしたとは言えない。
Ⅰ-A-4．決定的期日を1827年の2国間の外交問題に関する会議とすると、その時点において、諸島に対する主権は我が国に属していた。
「決定的期日」（critical date）とは、国際裁判において、当事者間で争われている法的状態を決定する事実関係の基準となる期日を言う
。決定的期日を設定する理由は、紛争発生後に訴訟当事者によって作り出された自国に有利な事実を考慮の外におき、決定的期日以降の事実は、判決に影響しないためである
。
本件において、我が国とライダルの間で諸島の主権問題が顕在化したのは、1827年の2国間による外交問題についての会議の際である
。よって、この年を決定的期日とするのが妥当であるため、Ⅰ-A-2、Ⅰ-A-3の論証により、1827年時点で我が国が諸島に対する主権を有していたことは明らかである。
以上より、諸島に対する我が国の主権の行使の正当性は立証された。
Ⅰ-B．島民は、民族自決原則に基づく独立の権利を与えられない。
Ⅰ-B-1．諸島は非自治地域ではない。
ICJは西サハラ事件で、「総会が考察する非植民地化の過程は自己の将来の政治的地位を決定する西サハラ人民の権利を尊重するものである
。」と判示し、非自治地域化することで、西サハラには自決権行使の主体となる「人民」が存在することを推定した。以下本件において、諸島は非自治地域ではないと論証することにより、島民は民族自決原則に基づく独立の権利を与えられないことを論証する。
Ⅰ-B-1-a．諸島は国連憲章第11章73条、74条
で定義するところの「非自治地域」に該当しない。
非自治地域制度とは、「国際監督の程度は信託統治のそれに比べて微温的ではあるが、同制度の下に置かれない従属地域
」に対して設けられた国際監督制度のことを指し、非自治地域と認定された地域を有する施政国は、国連憲章第73条(b）に基づく義務を負う。また、同条、74条ともに義務の担い手は「国際連合加盟国」であると記されていることから、非自治地域とは、これが国連加盟国の統治の下にある非自治地域にのみ適用されると言える
。また、スペイン及びポルトガルが1955年に国連に加盟するまでそれらの海外領土に対して第11章は何も関与しなかった
ことから、たとえ第11章がこのように規定していなくとも、第11章が非加盟国家下の地域に適用されないことは明らかである
。
本件において、ライダルは1945年に国際連合の原加盟国となったが、我が国の加盟は1949年であった
。また、Ⅰ-Aの論証から、我が国は諸島に対する主権を擁している。以上二点から、ライダルが1945年に諸島は非自治地域であると国連事務総長に伝達した際には、諸島は未だ非加盟国家下の地域であったため、国連憲章第11章は適用されない。
よって、諸島は国連憲章第11章73条、74条の「非自治地域」に該当しない。
Ⅰ-B-1-b．ライダルによる諸島の非自治地域指定は、適正な手続きによるものではなく、国連憲章73条の下での義務を果たしたとは言えない。
非自治地域であるか否かの選定は、1960年以降は国連総会が行っているが、それ以前は加盟国の回答に基づいていた。しかし、加盟国が提示した非自治地域は、総会決議をもって列挙・承認されなければならないため、非自治地域の決定を各加盟国に全く委ねていたというわけではない
。西サハラ事件においても、「スペインは総会に対し憲章73条(e）下の情報を送付すると通告し、総会は西サハラを非自治地域として列挙した。」とあり、この手続きは遵守されたと言える
。
本件において、ライダルは「諸島に関する報告を事務総長に定期的に伝達することにより、国連憲章73条の下での義務を果たした
」とあり、総会決議による列挙・承認といった国連側の事実行為はない。つまり、ライダルは諸島に対する非自治地域決定を一方的に宣言しただけである。
よって、ライダルによる諸島の非自治地域指定は、適正な手続きによるものではなく、国連憲章73条の下での義務を果たしたとは言えない。
Ⅰ-B-1-c. 植民地独立付与宣言履行特別委員会は、諸島に対する我が国の主張を常に支持しており、ライダルによる諸島の非自治地域指定は、同委員会における承認を得られていないため、島民には独立の権利を与えられない。
植民地独立付与宣言履行特別委員会(以下、委員会)は、1960年に植民地独立
付与宣言
の履行手続きを設けるため、その実施状況を検討し、宣言履行の度合と範囲に関して提案・勧告をなす機関として1961年に設置された
。委員会を構成する24カ国中施政国は3カ国のみであり、非施政国の数は圧倒的に多い。これらの特徴は、7カ国であった当初も現在も同じである。
本件において、1980年代、特別委員会と国連総会で、我が国が諸島に対して争う余地のない主権を持つという主張を18カ国が支持しており、委員会構成国の7割以上が支持したこととなる。更に前述の通り、委員会は非施政国の比重が圧倒的に多いことからも、この事実は重く受け止められるべきである。また、委員会は「定期的に諸島に対しての相反する主張を取り上げて」はいる
が、ライダルが主張する「国連憲章73条の下での義務を果たした
」とまでは言えない。
よって、ライダルによる諸島の非自治地域指定は、特別委員会における承認を得られておらず、諸島は我が国の領土内であるので、ウインドスケール島民に独立の権利は与えられない。
Ⅰ-B-2. 島民は、自決権の行使の主体となる「人民」でない。
　国連憲章73条a項b項
における「人民」とは、非自治地域制度が創設された趣旨を鑑みると、白人あるいはその他の入植者を指すものでないことは明白であり、先住民族のみを意味していると言える
。これはフォークランド問題においても同様の考え方がされ、島民は入植者であり自決権を有しないというアルゼンチンの主張が、国際的組織である米州機構や非同盟諸国会議等で明確に認められている
ことから、十分に国際的効力があると言える。また、先住民族の定義とは、その民族による認知と個人の帰属意識とされている
。本件において、諸島に先住民は存在しない。現在住んでいるのはライダルからの移住者や、難民と宣言した奴隷船の船員及び奴隷の子孫である
。現在に至るまで彼らが先住民族であると主張していないことから、彼らは明らかに入植者であり、先住民族としての自覚もないと言える。
よって諸島には自決権行使の主体たり得る「人民」はいない。
Ⅰ-B-3 仮に島民に自決権を認めたとしても、独立の権利を認めることはできない。
仮に島民を「人民」とみなすと、ウィーン独立宣言や友好関関係原則宣言において「すべての人民は自決権を有する
」と規定されていることから、島民は自決権を有するものとして考察する。独立達成のためには分離独立可能な自決権、即ち内的自決・外的自決の権利のうち外的自決の権利を有する必要がある。以下これについて分離権の有無と国際法上の自決権の有無について諮問を行った、国際法上の自決権を国内裁判所が解釈した重要な例であるケベック独立問題におけるカナダ最高裁の意見
を参考に述べていく。同最高裁は、上記の宣言・原則が定める自決権の内容について「現国家の枠組みの中で人民がその政治的、経済的、社会的及び文化的発展を追求すること」として、母国の領土保全について述べている。よって、これを「内的自決」として認めていることから、自決権は即ち内的自決を指すものである
。同最高裁により、外的自決は自決権の例外的現象であるとされ、ウィーン宣言においても「いかなる差別もなくその領域に属する人民全体を代表する政府を有する主権独立国」の領土保全を害すべきではないとしている。よって、外的自決はこのような要件を満たさない場合に有せるものと捉えられ、領土保全原則を侵害しないためにも、明らかな差別政策でも採られない限り、認められるものではないとされる
。
本件において、島民に対し実投票者数93％に至る国民投票が行われている
ことから、自由な政治的決定権を持ち、特に差別的な政策は採られていないと言え、自由にその経済的、社会的、文化的な発展を追求できる立場にあると解せるので、このような内的自決が保証されているところでは外的自決は起こり得ない。よって、本件において諸島の独立は達成し得ないと言える。
Ⅱ. MDRの入札に関するライダルの不認可は、Aspatria-Rydal BITの違反を構成した。
Ⅱ-A. MDRは、Aspatria-Rydal BITの「投資」の定義に該当する。
Aspatria-Rydal BIT(以下BIT)では、「投資」の定義として、資本又はその他の資産の提供、利得または利益の期待などを性質として定めており、その形態として企業を認めている。よって本件の「投資」はアスパトリア“企業”であるMDRであり、MDRは投資に該当する。
Ⅱ-B. MDRの入札に関するライダルの不認可は、Aspatria-Rydal BIT第4条に違反する。
BIT第4条は、「各締約国は、他方締約国の投資および投資家に、同様の状況において、自国の投資家及び第三国の投資家に与える待遇よりも不利でない待遇を与えなければならない。」としており、具体的には締約国間の内国民待遇及び最恵国待遇について規定したものである。まず、内国民待遇規定における違反構造の判断枠組として、NAFTA1002条1「各締約国は投資の設立、取得、拡大、管理、経営、運用および売却または他の処分に関し他の締約国の投資家・企業に対して、同様の状況下において、自国の投資家・企業に与える待遇と同等もしくはそれ以上の待遇を与えるものとする
」とBIT第4条は文言が似ていることから、NAFTA仲裁廷の事件を援用する。Feldman事件、ADM事件などで認められる違反構造の判断枠組形式としては、(i)外国投資家と、その国内企業が「同様の状況下」にあるかを判断し、（ii）外国投資家が「同様の状況下」にある国内企業と「異なる扱い」を受けた場合に、措置の目的・効果を検討して、内国民待遇違反の有無を判断する
方法がある。また、NAFTAにおける判断で、現時点では、「同様の状況下」にあるとされたものは全て内国民待遇違反が認められている
。
本件における判断枠組（i）の「外国投資家」は、アスパトリア“企業”であるMDRに該当し、“企業”は、Ⅱ-Aで立証した通りBIT上の「投資」に当たるので、判断枠組の「外国投資家」を「投資」と言い換えることができる。また、（ii）の「異なる扱い」は、BIT第4条後段「自国の投資家及び第三国の投資家に与える待遇よりも不利でない待遇」の要件と言える。
以下では、判断枠組（i）（ii）の要件を本件事実が満たすかについて検討する。まず、我が国の投資に当たるMDRと、ライダルの投資にあたるライダル企業ROCOが「同様の状況下」にあるか否かを判断する。2006年12月、ライダル政府が諸島の排他的経済水域内の油田開発権に関する入札を募集し、評価するための議会案を承認した
ことにより、議会がMDRとROCOの入札を認めたことは事実の通りである。この点において、MDR とROCOはADM事件と同様、油田開発権に関する入札上で競争関係にあることを根拠に同様の状況下にあると言える。
次に、MDRが「同様の状況下」にあるROCOと比較して、異なる扱いを受けたかを検討する。本件では、MDRの入札が議会において賛成されたにも関わらず、諸島提督ルーシー・ブラックは、報道会見にてライダル国王の名のもと、MDRの入札を不認可、再審議とした
ものの、その理由は不認可を正当化できる程度のものではない。結果ROCOの入札が是認され、ライダルのクレバン首相もMDRを拒否した正当な理由を述べていない。ここではFeldman事件を援用し、外国投資家と「同様の状況下」にある国内投資家との扱いの差に関して正当化事由がないことを理由として、ライダルのMDRに対する異なる扱いが確認できる。つまり、BIT第4条後段「自国の投資家及び第三国の投資家に与える待遇よりも不利でない待遇」の要件を満たす。
以上２点により本件は内国民待遇違反である。よってMDRの入札に関するライダルの不認可は、BIT第4条に違反する。
Ⅱ-C. MDRの入札に関するライダルの不認可は、Aspatria-Rydal BIT第5条に違反する。
BIT第5条は、「各締約国は、他方締約国の投資に対し、公正かつ衡平な待遇、十分な保護および保障、ならびに無差別待遇を含む慣習国際法に従った待遇を与えなければならない」と規定している
。つまり、本条では、各締約国に①公正かつ衡平な待遇、②十分な保護および保障、③無差別待遇が慣習国際法に従った待遇であることを求めている。また、Ⅱ-Aで論証した通り、アスパトリア企業MDRは本条文の「投資」に該当する。よって、BITの締約国であるライダルは、他方締約国である我が国に対し、慣習国際法に従った①～③の待遇を全て与えなければ本条の義務を果たしたことにならない。つまり、3要件のうち1つでも満たしていなければ、5条違反が証明されることになる。

公正かつ衡平な待遇については、「国家の行為が恣意的、大幅に不公正、不正義または特異なものであり、また差別的でかつ事業分野に由来する偏見または人種的な偏見にさらされる、または司法的な適正性の侵害をもたらす適正手続の欠如が存在する」ときには、公平・衡平待遇義務違反となる
。つまり、国家の行為に(a)恣意性(b)大幅に不公正(c)不正義(d)特異(e)差別的で事業分野に由来する偏見(f)差別的で人種的偏見(g)司法的な適正性の侵害をもたらす適正手続の欠如のいずれかが存在すれば、公正・衡平待遇違反が証明される。
本件においてWaste Management事件判決で示された要件を用いる根拠は、まず第一に公平・衡平待遇を定めたNAFTA第1105条とBIT第5条は文言がほぼ同じであること、第二に、共に「慣習国際法に従った待遇」という文言が使われているということである。2001年、NAFTA自由貿易委員会覚書において、「公正かつ衡平な待遇」および「十分な保護及び保障」は、外国人の待遇の国際慣習上の最低基準によって要求される待遇に付加又はそれを超える待遇を要求してはいない、と公表された
。そして、この後に出されたWaste Management事件判決では、覚書で公表された「慣習国際法に従った待遇」の基準と同じ基準が用いられており、この文言が条文に使われている根拠は明確である。また、本判決はその後のリーディングケースとなっている
。このような理由で、本件ではWaste Management事件判決で示された要件を用いる。

MDRの入札に関するライダルの不認可は、上記の(a)(b)(f)に当たり、公正・衡平待遇違反となることを論証する。

まず、本件においてMDRは、「入札の過程は開かれており、透明性があり、競争的なものであろう。」というクレバン首相の言葉を信じ、入札に必要な条件を果たした。そして、議会はROCOとMDRの2社の入札を受け取った。Ⅱ-Bで論証した通り、2社は競争関係にある以上、入札を受け取った時点でROCOとMDRは平等に扱われる必要がある。また、MDRは明らかにROCOよりも良い条件を提示しており、当初、クレバン首相はMDRを支持し、議会もMDR入札に賛成した。しかしながら、ブラック総督はライダルの総理大臣アボットとの会談後に再審議を依頼し、議会はMDRの方が好条件であることを認めながらもROCOを支持した。ブラック総督も、｢ライダルによって指揮されている｣と発言しているように、これは明らかにライダルの総理大臣アボットとの会談によって、MDRからROCOの入札是認に切り替えられる結果となったと言える
。

以上のように、MDRの入札を留保させ、ROCO入札に切り替えさせたライダルの行為は恣意的である。そして、BITによって投資の促進と相互保護が求められ、競争関係にあるにもかかわらず、2社を平等に扱わなかったライダルの行為は、大幅に不公正である。よって、これらのライダルの行為は、(a)恣意性、(b)大幅に不公正、に該当する。

次に、本件において、ブラック総督は、MDRの入札を認める署名を留保した理由として、ウインドスケールがライダルと「共通の歴史、文化、価値基準」を有しているということ、また、ウインドスケールの領域や人々を保護することを挙げている
。しかしながら、これらの理由は2社の入札を受け取る時点で既に分かっていたことである。仮にこれらの理由で入札を否認してもいいとすれば、MDRの入札が受け取られた段階からMDRの入札が是認される可能性はなかったことになる。平等と相互利益に基づいた投資を求めるBITにおいて、ライダルがMDR入札を受け入れたのならば、MDRとROCOを平等に扱い、入札の条件等の経済的な観点から入札是認の判断を下すべきである。しかしながら、本件では、経済的な理由ではなく、歴史や文化等の国家の違いという根本的な理由で入札を拒絶した。つまり、我が国は予測外の人種的な理由による入札拒絶により、差別を受けたと言える。よって、これらの行為は(a)恣意性、(b)大幅に不公正、(f)差別的で人種的偏見、に該当する。

以上の理由で、MDRの入札に関するライダルの不認可は、BIT第5条に違反する。
Ⅲ. ライダルは、アスパトリア企業であるALECの資産を保護するためにAspatria –Rydal BITを援用する地位にはなく、かつ、いずれにしても我が国はこれに違反していない。
Ⅲ-A. ライダルは外交的保護権を行使できず、ICJに付託することができない。
株式会社に対する違法行為によって株主に経済的損害が及んだ場合、株主の本国は、外交保護権を行使できるのかが問題となる。バルセロナ・トラクション事件において、このような外交保護権の行使は認められないとし、株主の本国が外交保護権を行使するには、会社に対する加害行為ではなく、株主の権利が直接に侵害されたことを示さなければならないとした
。またシシリー電子工業事件では、裁判付託条項を定めた投資協定が存在する場合の二国間の提訴に応じたが、当該事件では株主の本国はアメリカのみであり、株主も実質的に1名であった。そしてさらに、原告適格性を問題にした事件ではなかった
。
本件において、我が政府は違法行為を行ったALECの資産を差し押さえたのにとどまり、ALECの株主の固有の権利を侵害していない。また、株式もシシリー電子工業事件とは対照的に、異なる国籍の多数の私人によって所有されている。この場合に外交保護権を認めてしまうと、ライダル以外の複数以上の国家に外交保護権を認めることになり、訴訟関係が混乱する。
よってライダルに外交保護権を認めるのは適切でなく、この権利をライダルは行使できないため、ICJに付託することができない。
Ⅲ-B. 仮にライダルがAspatria-Rydal BITを援用できる地位にあったとしても、我が政府の資産差し押さえはAspatria-BIT 第6条(b)の規定により、違法ではない。
BIT第6条(b)は、「とられた措置の目的に照らして、誠実に採用され及び適用されたとは合理的に考えられないほど厳しい措置を除き、正当な公共の福祉を守るため考案され及び実施される締約国の差別的でない措置は、間接的な収用を構成しない」としている。
間接収用とは、財産の所有権が政府又は第三者に移転せずとも、財産の使用、共有または処分、もしくは支配と管理が奪われる効果を有する措置を収用とみ
なすものである
。この間接収用に該当するかどうかの判断について明確な基準はないが、他の投資仲裁の事件においては投資財産に対する措置の「目的」や「効果」を判断基準にするものが多く、その中でも無差別で公目的の措置はそもそも間接収用に該当しないという判断も存在する
。
そこで我が政府のALECへの規制行為が投資の収用でないことを主張するために、同条をもとに(1)措置の目的に照らして誠実に採用され及び適用されたと合理的に考えられないほど厳しい措置でないこと（2）正当な公共の福祉を守るために考案され実施されたこと（3）差別的な措置でないことの3点を論証する。

Ⅲ-B-1. 我が政府の措置は、目的に照らして誠実に採用され及び適用されたと合理的に考えられないほど厳しい措置でない。
投資協定仲裁において、損害の程度は重要な判断要素のひとつである
が、その判断基準として明確なものはなく、個別の事実関係に大きく依存する
。
我が国の天然資源法は、国内で設立された会社にアスパトリアでのエネルギー開発の認可を規制するのが目的であった。我が政府が行った措置は、1991年に我が国内で可決された天然資源法の下、ROCOの2007年11月の入札において我が政府の許可を欺いた事と、ライダルから認可されている対象でもある同じ油田について開発の権利を主張したことにより同法に違反したという適切な事実を考慮して合法的に法を適用している。たとえ投資協定があったとしても、現地の法人はまさにその国の法的組織としてその国の法規に従わなければならない。また立法後10年以上経過していることを鑑みると、どのような活動を行えば違法行為となるかをALECはじめ、その主要株主であるROCOはそれらを認識できる立場であると考えられる。よって我が政府の措置は、合理的に考えられないほど厳しい措置でない。
Ⅲ-B-2. 我が政府の措置は、正当な公共の福祉を守るために考案され、実施された。
根拠となる投資協定の条文に着目し、公的秩序を維持するための規制であれば正当化されるとの慣習国際法が存在する
。BIT第6条（b）では、公共の福祉を守る目的であれば間接的な収用を構成しないことが定められている。本件における公的秩序の維持とは、アスパトリア国内において各企業が天然資源法やその他の法の下に平等な経済活動が確保されるということである。当然、それに違反した企業が法律の定める適切な処罰を受けなければ公的な秩序を維持することは不可能である。
よって、ALECが国内法に違反したことにより、公共の福祉を守るために我が政府のALECに対する措置は実施されたのである。
Ⅲ-B-3. 我が政府の措置は差別的でない。
本件において、ALECが他の企業より不利な扱いを受けたという事実は存在しないため、我が政府の措置は差別的ではない。
これら3点を満たしたことにより、ALECに対する我が政府による措置は間接的な収用とはならず、我が政府がALECの資産を差し押さえたことは違反行為を構成しない。
結論
アスパトリアは、当裁判所が以下の通り判決し宣言することを要求する。
（1）　ライダルは、ウインドスケール諸島の独立を達成する行程をとることを、合法的には行うことはできず、かつ、ウインドスケール諸島の管理をアスパトリアに認めなければならない。
（2）　MDRの入札に関するライダルの不認可はAspatria-Rydal BITの違反を構成した。
（3）　ライダルはアスパトリア企業であるALECの資産を保護するためにA-RBITを援用する地位にはなく、かつ、いずれにしてもアスパトリアはこれに違反していない。
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